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はじめに

日本および米国における東アジア国際政治史研究は対象期間が前進し、現

在では1960年代以降が中心となり、対象とする地域によっては1970年代以

降に焦点を当てるようになっている。しかし、日米における日台・米台関係

研究、あるいは台湾における政治・外交分野の研究では、 1950年代研究が緒

についたばかりである。台湾においては、いわゆる民主化以前は、史料が公

開されなかったこと、さらに政治的制約も存在したことから、国民党政権の

台湾移転以降の対外関係研究は、一部の研究機関を除き、回避されてきた(1)

。だが、近年、これらの制約は相当が消失した。加えて、現存の「中華民国」

が台湾大のものであるという現実を直視した結果、日台、米台関係を台湾に

視点をおいて捉えようとする試みが出始めた。このような研究上の動きは、

台湾国内政治研究に対しても起きている。例えば、 「雷震事件」研究は、 1990

年代後半以降、 「雷震事件」の全容解明を目的とするにとどまらず、雷震らが

国民党の外部から政治変革を目指し、それが現在の民主進歩党(民進党)の

成立につながったという視点から、台湾現代政治にとっての意義をも問おう

としている。

このような研究環境上の変化を背景に、学術研究史料としての公的機関文

書、すなわち梢案Cz)の公開も大きく進んだ。だが、梢案の研究利用上、新た

な問題と課題も生じている。それは第1に、公的機関の梢案を対象とした椙

案管理制度が運用を始めたものの、後述するように、制度自体が確固とした

ものになっていないことである。第2に、 「台湾化(本土化)」の進展のもと、

公開された梢案の性格付け、すなわち台湾に所蔵されている「中華民国」梢

案の学術的利用を中国史研究の一部として行うのか、それとも台湾史研究と

して行うのかが大きな課月割こなったことである(3)例えば、台湾が日本に統

治されていた時期の中華民国中央政府梢案の多くも台湾で保管されているが、
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これらの梢案は台湾史研究にどのような意味を持つのであろうか。この課題

は同時に、国民党政権の台湾移転後の中華民国史をいかに取り扱うのかとい

う課題も伴っ七いるO　これらの課題は、梢案の利用のみならず梢案保管ポリ

シー自体に大きな影響を与えるものである。

本稿は、 1950年代の日米台間政治経済関係研究を進めるための一助として、

整理済の梢案が続々と公開される経済相案、そしてさらなる公開が期待でき

る政治・外交梢案の公開状況について、 -利用者の視点から紹介するもので

ある(4)また併せて、これら利用可能となった梢案を用いた研究の方向性に

ついて、若干の見通しを試みる。

1.台湾の楢案管理制度

(1)梢案法の施行

台湾の公的機関の梢案は、一般的特徴として、決裁文書を主として保管す

る傾向にある。梢案の案件によっては、草案の類の梢案、あるいは修正を裏

議する梢案も保管されているものの、総じて審議過程が見えにくく、作成な

らびに修正を施したのが誰なのかを梢案に明記することは少ない。これらの

点は、外交史料を例にすれば、日本外務省の公文書に近く、米国国務省文書

と異なる点である。また、台湾で保管されている梢案には、国民党政権が台

湾移転に際して運び込んだ中央政府機関梢案の一部も含まれているため、台

湾に清朝期の梢案が存在するという特色もある。

台湾で保管されている中央政府機関の梢案は、従来、各機関が附属梢案館

ないしは史料編纂室の類を設置して個別に保管するか、あるいは研究機関-

移送され(寄贈ではない場合を含む) 、保管ならびに公開に供されてきた。こ

のため、桔案の管理方法、公開方法は各機関が個別に定めていた。だが、梢

案の保管ならびに公開のシステムは近年、整備、統一されつつある。その契

機となったのが、 1999年12月の梢案法成立と、これに伴う2001年11月の

梢案管理局の成立であった。梢案法は、台湾で初めて制定された、梢案の保

管および公開に関する法律である。

梢案法は、まず「梢案」を中央機関ならびに地方機関の「文字あるいは非

文字資料」と定義したうえで、永久保存の価値のある梢案を「国家梢案」、各
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機関が管理する梢案をr機関梢案」と二分類し、 「国家梢案」は「梢案中央主

管機関」、すなわち梢案管理局を設立して管理する(梢案法第2条)と定めて

いる。梢案の管理は、各機関が梢案管理局の定めた形式に基づいて作成した

梢案目録を梢案管理局-提出する(梢案法施行細則第10条)と共に、 「国家

梢案」を移送する(梢案法第11粂)ことになっている。保管年限は、 「国家

枯案」については、前述の通り永久保存、 「機関梢案」については、行政院の

許可を得て梢案管理局が決定する(同第12条)ことになっている。また、 「国

家梢案」の公開については、米国同様に30年ルールを通用する(同第22条)

ことが明文化されている。 「機関梢案」については、閲覧申請があった場合、

各機関は国家機密等の理由以外で公開を拒否できないと規定した(同第17、

18条)0

注目されるのは、各機関が自ら保管を決定し梢案管理局-移送しなかった

「機関梢案」についても、その廃棄に際して梢案管理局の「審査」を経なけ

ればならない(梢案法第12条)としたことである。 「国家梢案」と「機関梢

案」との区分は各機関に委ねられているものの、この規定によって、すべて

の梢案が各機関の悪意的判断による廃棄を禁止されたことに等しいOまた併

せて、梢案の隠匿、穀損、故意の遺失に対して、実刑を含む罰則まで規定し

ている(同第24条)。各官庁が公文書を自由に廃棄している日本との差は非

常に大きい。台湾の梢案管理制度は、梢案の公開状況のみならず、法整備の

面から見ても、日本よりも「進んでいる」と言えるだろう。

(2)梢案管理局の設置

楢案管理局

住所 :台北市中山区伊通街 59 巷 10 号

W eb :httpV/w w w .archives.gov.tw /

梢案管理局は、 「梢案中央主管機関」として、 2001年10月の梢案管理局

組織条例に基づいて創設された。梢案管理局は、行政院研究考核委員会の下

部機関(梢案管理局組絃条例第1条、研究考核委員会組織条例修正第7条第
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2項)として設立され、長である局長も13職等と、いわゆる中央三級機関

に位置づけられている(5)このため、梢案管理にあたっては、外交部などの

上級機関に対して桔案管理局が梢案の管理方法ならびに移送をどこまで求め

ることができるのかなど、梢案法施行に伴い、さまざまな問題が生じている。

日本での公文書公開は、 1999年の「行政機関の保有する情報の公開に関す

る法律」 (情報公開法)が癖的に表すように、請求に対する「行政文書の開示」

の観点に立っている。したがって、公文書の公開は各機関の義務ではなく、

またポストイットの使用に見られるように、公務中に生じた文書類を保管し

ていくとの意識は相当に低い。これに対して、米国の国立公文書館(National

Archives and Records Administration)は、公文書の公開を国民に対する政

府の説明義務の観点から位置づけ、また一定期間を経過した公文書は歴史史

料として扱われている。このため、公文書は原則公開であり、非公開になっ

ているものも、情報自由法(FOIA)に基づく請求によって閲覧できる可

能性が高い。

他方、台湾では、前述のように梢案の保存が重視され、また「国家楢案」、

「機関梢案」の梢案目録の公開が義務づけられている(梢案法第8条)。しか

し、それは基本的に行政文書の保存、公開に立ったものであり、歴史史料の

保存との観点は強くない。このため、梢案の整理、保管に携わる虎員は、い

わゆるアーキビストではなく、また歴史学の専門性を有しているわけではな

い。これについては、梢案を従来から利用してきた研究者から批判の声があ

がっている(6)

梢案管理局が「集中管理」 (梢案法第6条)を試みた結果、梢案の一体性が

損なわれたという問題も生じている。二二八事件、美麗島事件の関連梢案は、

これまで各機関に分散して保管されていた。梢案管理局はその成立後、関連

梢案の「集中管理」を試み、各機関から梢案の移管を受けたうえで整理、公

開している(7)確かに、史料が一括管理に移され、これと前後して、政治的

弾圧事件に関連する学術研究が公開梢案に依拠して行われる由)など、その意

義は小さくない。しかしながら、各梢案館から該当史料の取捨選択がなされ

た結果として、史料一体性に分解が生じたことは否めない。また、梢案管理

局が美麗島事件の元服役囚の同意を得ずに関係梢案(個人あて書簡)を公開
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したことから、梢案の公開と所有権をめぐる問題も新たに浮かび上がってい

る佃)。梢案管理局設置後2年あまりを経たが、梢案管理局の組織としてのあ

り方、さらに梢案法を核とした梢案管理制度は、現在も日々の業務の中で模

索されている状態である。

2.各梢案館所蔵の1950年代史料

( 1 )中央研究院近代史研究所梢案館

近史所楢案館

住所 :台北市商港区研究院路 2 段 128 号

W eb:h ttp ://archives.sinica.edu .tw /

中央研究院近代史研究所(近史所)附属の枯案館は、政治・外交関係の梢

案ならびに経済機関の梢案を、清朝期の梢案を含め、数多く所蔵している。

これらの多くは、国民党政権の移転に伴って故宮博物館所蔵品と共に台湾-

運び込まれたものである。近史所梢案館は、近年、戦後台湾経済関連の史料

の収集に力を入れており、経済機関などの梢案と共に、個人史料の受け入れ

にも積極的である。また、所蔵梢案のデジタル化(主にスキャンによる画像

ファイル化)ならびにオンラインでの公開を順次進めている。近史所梢案館

の利用に際して特別な申請は必要なく、梢案館の入口(2階)で記帳すれば

利用できる。ちなみに、胡適は駐米大使として対米外交にも携わったが、近

史所附設の胡適紀年館には一部史料が保管されているO

近史所梢案館所蔵梢案の特色の1つは、外交史料の収蔵である。清朝の「総

理街門梢案」をはじめ、いわゆる民国期の外務部・外交部梢案を保管し、日

本人研究者に最もなじみのある梢案館であろう。外交梢案の中では、民国期

の対日外交梢案が比較的多く収蔵されている。このうち外交部梢案は、 1928

年までの梢案であり、それ以降のものは原則として国史館に保管されている。

ただし、重要度が高いと判断したものは外交部が自ら保管しており、本稿対

象時期の外交部楢案は所蔵していない(後述の外交部梢案館参照) 0

近史所楢案館のもう1つの特色は、戦後台湾経済(近史所梢案館では原則
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として国民党政権の台湾移転以降を指す)に関わる史料の豊富さである。こ

のうち経済機関梢案には、 1950・60年代の経済運営に大きな影響力をもっ

た経済安定委員会、美援運用委員会(美援会)などの経済計画機関の他、国

営事業司を含む経済部の梢案を所蔵している。また、公営企業関連では、台

湾電力、台湾肥料、中国紡級、中国石油、唐栄鉄鋼など、戦後初期の公営企

業偏重体制のもとで重きをなした公営企業の梢案を所蔵している。これらの

経済関連桔案は、経済史研究者にとって、まさに宝の山であろう。日本関係

では、日本賠償及帰還物資接収委員会、台北駐日経済文化代表虞経済組の梢

案が注目される。

このほか近史所梢案館は、個人の寄贈による梢案も収集し保管している。

この中で注目されるのは、政治関係の雷房など、経済関係の李国鼎、費坪な

ど、軍事関係の王叔銘、彰孟緑などの個人梢案である(10)。これら梢案は、そ

の分野の研究にとって有用であるばかりではなく、当時の国民党1党独裁体

制の政策決定スタイルまでを垣間見せてくれるのではないかと期待できる。

近史所梢案館所蔵の経済相案のうち、本稿が対象とする時期の経済機関梢

案、特に美援会ならびに李国鼎個人楢案は、台湾内部における経済政策の立

案過程を示すにとどまらず、米国、日本との結節点を明らかにする梢案でも

ある。米国は、台湾海峡の固定化のもと、 1950年代末から国民党政権に対し

て経済改革を迫るようになり、これを受けて台湾では種々の経済的措置が導

入された。この一連の過程は、美援会所属の経済テクノクラートと米国現地

スタッフとが緊叡こ連携し、経済部などの他機関を半ば迂回するような形で

進められた。この米台間の実務交渉は、前述の美援会、李国鼎個人梢案を用

いることで、その概要が分かる(ll)このように、 1950年代経済相案は、外

交部梢案から十分に知ることのできない情報を多く含んでいるため、 1950

年代米台関係研究に直結するものである。
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(2)外交部梢案館

外交部楢案館

住所 ‥台北市北投区秀山路24 号 (梢案館)

台北市中正区凱達格蘭大道 2 号 (梢案資訊虎)

W eb :h ttp V/w w w .m o fa.gov.tw /n ew m o伝′func/fun c_sO.htm

外交関係の中央政府梢案は、先述の通り、近史所、国史館、そして外交部

に分かれている。このうち外交部が保管している梢案は、主として国民党政

権の台湾移転以降梢案のうち、国史館に移送されなかった梢案、すなわち外

交部が重要であると見なしたもの、機密性の高いものである1991年、外部

に向けた部分的公開を開始した。なお、梢案は台北市の北投にある外交部梢

案館に保管されている。

外交部梢案館所蔵の梢案の閲覧は、閲覧希望の梢案簿冊を特定したうえで、

それの閲覧申請を所管の外交部梢案資訊虞に対して行うO　このため、まず梢

案目録を参照して閲覧したい梢案簿冊を探し、分類号、巻次号などを検索す

る必要がある。正式な梢案目録は刊行されておらず、梢案資訊虞に設置の端

末(繁体字版DOS機)を用いて検索しなければならない。もっとも、筆者

の経験では、経緯は不明ながら、他の梢案館などが目録のコピーを所持して

いることもあるため、梢案一覧表を外交部梢案館以外で入手できる可能性も

ある。また、研究計画書、推薦書2通も申請時に必要で、推薦書は所属機関

(長)発行のものと、駐台代表機関(日本在住者であれば、通常は東京の財

団法人交流協会)発行のものとを準備する必要がある。

外交部梢案は、単位(部局)ごとに分類されて保管されている。本稿の目

的から言えば、北美司、亜州太平洋司、ならびに秘書虞(日本外務省の大臣

官房に相当)の梢案が閲覧対象となる。梢案の公開可否は、その梢案の属す

る各単位が判断し、常務次長(事務次官相当)の決裁後に、閲覧可否ならび

に閲覧可能椙案のコピー可否が申請者-通知される。内部規定では30日以

内に公開可否を通知することになっている。しかし、閲覧申請が初めて出さ

れた梢案の場合、各単位の現職員が通常業務を離れ、実際に梢案を見て閲覧
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可否を判断していること、また常務次長の決裁が遅れることがあるために、

実際には多少時間がかかっているようである。

外交部梢案は、日本の外交史料同様に、案件ごとに辞冊方式で保管されて

いるため、辞冊の中に非公開にすべき梢案が含まれていれば縛冊丸ごとが閲

覧不許可とされてしまう。

縛冊には、・内外公電、会談記録などが含まれる。一部の辞冊には、成案と

なる前段階の梢案、つまり修正がどのように施されたのかを示す梢案も収録

されている。米国駐台大使や訪台した米政府高官との会談内容は、米国側史

料からも明らかになるが、外交部梢案と米国記録とをつき合わせることで、

台湾側が関心を寄せていた問題点は何かがより明確に伺える(12)。また、公電

は、その性格から、米国史科からも知ることのできない内容が含まれている。

ただ、 1950年代当時、外交部が対外政策決定過程の中心に必ずしも位置して

いたのではないこともあって、外交部梢案からは総じて決定過程が見えにく

いものとなっている。

障冊は国史館移送梢案を抜いた後に綴じられているため、記録としての一

体性を欠いている。だが、外交部梢案利用上の一番の問題は、簿冊作成にあ

たり、いかなる梢案を抜き取ったのかを明確にしていないことである。簿冊

は、外交部自身が保管する梢案を綴ったものだが、国史館移送梢案以外の梢

案も、筆者の限られた見聞に基づけば、抜き取られている可能性が高い。外

交部梢案の公開ルールは、前述のように、辞冊を公開可否の対象としている

ため、抜き取られた梢案は閲覧希望者の見ることのできる梢案目録にも記載

されない。国史館移送梢案の公開後につき合わせてみることは可能だが、史

料由来や史料保全の観点からも、移送梢案を含め、全ての梢案を梢案目録に

記載することが望ましいだろう。

(3)中国国民党党史館

国民党樟案館

住所 :台北市中正区中山南路11 号 (国民党中央党部7 階)

W eb :httpV/ch ungchen g.org.tw瓜tm l/ton g.h tm (中正文教基金会)
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党史館は、李登時政権期からの一連の党組織改革によって、中央委員会党

史委員会が文化伝播委員会党史館-と再編されたものである。党史館の設立

に伴い、陽明山の陽明書屋に保管されていた中央党部(党本部)関連梢案が

党史館-移された。これにより、孫文や党営事業などの梢案の一部を除けば、

国民党中央の梢案は原則として党史館で閲覧可能となった。

党史館所蔵梢案のうち、日本人研究者になじみ深いのは、 「国防最高委員会

梢案」、 「中央政治会議梢案」、 「漠口梢案」であろう。党史館は、自ら定めた

梢案公開30年ルールに基づき、保管している原史料を公開している。中央

委員会常務委員会(中常会)はもちろん、文化工作委員会などの梢案も、本

稿の対象とする1970年代初頭のものまでが既に公開されている。 「一政党」

の梢案とはいえ、かつては行政院決議の前に中常会での決議を必要としてい

たことからも、その重要性は高く、公開されていること自体が貴重なものと

なっている。

党史館所蔵梢案の利用にあたっては、党史館あてに予め閲覧申請を行う必

要があるが、これは梢案館利用のためのものであり、利用許可後は梢案の種

別に関係なく自由に閲覧できる。閲覧席に用意されている目録カードを検索

して、係員に梢案を出納してもらう。陽明番屋時代は、閲覧はもとより、訪

問にも利用上の制限があったが、現在は以前に比べて使い勝手の良いものと

なった。ただ、史料保護の観点から梢案(原件)のコピーが禁止になり、こ

の点は非常に不満が残る。

党史館所蔵の梢案は、例えば「中常会梢案」の場合、各回ごとに綴じられ

た後、数回分が1つのファイルあるいは1冊に製本して保管されている。さ

らに中常会梢案には、各回ごとの梢案と合訂本の2種類がある。合訂本は中

常会終了後の正式の議事録にあたるもので、清書あるいはタイプ打ちされた

ものである。各回ごとの梢案は、中常会前に提出された草案、手書きによる

修正の施された梢案、速記録なども含んでおり、審議過程の一部を伺うこと

ができる。しかし、梢案-の修正などは、誰によるものなのかが不明なもの

も少なくない。また、重要な口頭報告の速記録は、存在を確認できるものの、

その多くを党史館は所蔵していない。つまり、中常会梢案はすべてが党史館

-移送されたのではなく、機密梢案は秘書虞議事室が今なお保管していると
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推測できる。

党史館所蔵の日本関係相案では、張群の個人梢案が注目に値する。張群は、

総統府秘書長の職に長年あったが、 1950・60年代の対日外交を事実上取り

仕切ってきたQ　この張群梢案には、岸信介をはじめとする日本人政治家との

間の書簡が多く含まれ、水面下での日台交渉の実態を伺わせ、実に興味深い

史料となっている。経済機関の梢案と併用すれば、政治関係にとどまらず、

これまで十分に研究されてこなかった1950年代の日台経済関係をも解明可

能であるように感じる(13)残念なことに、 1950・60年代に対日・米関係で

重要な役割を果たした董顕光の個人梢案は国民党に割曽されておらず、党史

館には保管されていない。

なお、党史館には、近史所梢案館のように定期異動することなく梢案整理

に長年携わってきた係員が2名存在する。不確実な史料を探し出す際には、

彼女らの生き字引としての知識に期待がもてるだろう。

(4)国史館

国史館

住所 ‥台北県新店市北宜路2 段 406 号

W eb :httpV/w w w .drnh .gov.tw / (国史館)

W eb :http‥//w w w .th .gov.tw / (国史館台湾文献館)

国史館は、国史に関わる椙案の保管という、械関名通りの公文書館機能に

とどまらず、研究部門も有している。また、台湾省の「凍省」に伴い、省文

献委員会を台湾文献館として分館化した俄在も南投市に位置する)0

国史館所蔵梢案もまた、国民党政権の台湾移転にしたがって運び込まれた

もので、それ以後も中央機関の梢案を中心に保管を継続している。本稿の目

的からは、 400箱以上、約30万件の梢案数と概算される蒋中正総統梢案、

通称大渓梢案が最も重要な梢案となる。大渓梢案とは、もともと桃園県の大

渓で保管されていたことに由来する通称で、陽明書屋を経て国史館-移送さ

れた。長きにわたり閲覧に制限が設けられてきたが、現在では原則公開とさ

れている(14)もっとも、現実の公開状況は梢案群によって異なっているのが
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実情である。

台湾移転後の国民党政権研究には、 1950年代以降の梢案の全面公開が不可

欠である。蒋中正総統梢案の「公開」は決定済であるにもかかわらず、利用

者が閲覧に際して参照する梢案目録は、管見の限りでは、全ての梢案を網羅

しているのではない。実際に閲覧が可能となった梢案のみが登録されており、

これは、おそらく人手不足による未整理状態の梢案、あるいは少々穿った見

方かもしれないが、公開したくはない梢案を目録に載せていないのではない

かと推測できる。これらの問題点は、ここ数年、改善される傾向にあると言

えるが、いずれにしても膨大な蒋中正総統梢案の全貌は未だ明らかにはなっ

ていない。現在は梢案館システムの移行中であり、また関係者の生存中の公

開には制約があるかもしれないが、今後のさらなる公開に期待できる0

結びにかえて

台湾の梢案システムが定着に向けた過渡期にあるとはいえ、梢案のさらな

る公開の可能性と、 「民主化」の後退があり得ないという意味においての政治

的状況の安定化とは、特定の政治的立場の主張を目的とした政治的論評では

なく、実証的な研究に基づいた台湾現代政治研究を可能にしつつある。むろ

ん、現実社会・政治から完全に離れた立場の研究はあり得ない。しかし、例

えば、 1950年代の政治的迫害事件に関する研究成果の発表は、政治的制約と

史料的制約のもとで実像の見えなかった事件の実証的解明にとどまってはい

ない。そこでは、中国史、台湾史の中に当時の台湾をいかに位置づけ、それ

といかに研究者が相対すべきなのかが並行して論じられている。

1950年代以降の台湾をめぐる国際関係史研究は、米中関係研究を中心とし

て行われてきたこともあって、米中関係・日米関係研究はすでに1960・70

年代研究に移行している。しかし、米台関係にせよ、日台関係にせよ、台湾

の対米・対日外交の全体像は未だ明らかではない。実際のところ、台湾の1950

年代の対外関係には数多くの論点が残されているのである(15)0 1950年代以

降の日台、米台関係は、従来ややもすれば米国あるいは日本の中国政策にお

ける従属変数の枠内で語られることもあった。今後の現代台湾政治・外交研

究では、公開された梢案をもとに、台湾を主体性のある存在として位置づけ
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る試みがこれまで以上に生まれてくるだろう。そこでは、 r中華民国在台湾(台

湾にある中華民国)」を現存する政治的実体として位置づけ、政治的な「統独

(統一か独立か)」の観点から位置づけることなく行われるだろう。その文脈

では、 「米国から安全保障と経済援助を引き出して台湾大の政治的実体を存続

させた」とする蒋介石「再評価」研究すら、登場する可能性を秘めているの

である。

1950年代以降の台湾外交研究の過程では、中国研究の一部としての台湾研

究なのか、あるいは中国研究とは別個のディシプリンとしての台湾研究なの

かという問いはもちろん、アジア現代史において「中国」と呼ばれる存在を

どのように位置づけるのかとの課題も有している(16)第2次世界大戦以降の

東アジア史では、中国正統政権を主張した台湾のみならず、日本を含むアジ

ア諸国、そして米国もまた、中国との関係が1つの基軸となってきたのであ

り、今後もそれは変わることはないからである。今後の1950年代以降の研

究において、間接的にではあれ、 「台湾」に関わる研究者に問われるのは、ま

さにこの課題であろう。
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